
講演会・第４6回談話サロン「エコファクトリー」
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９月１６日に第46回談話サロンが開催され、通商産

業省工業技術院機械技術研究所生産システム部長の

井上英夫氏から「エコファクトリーｊと題する講演

があった。「エコファクトリー.｜とは講師の所属す

る研究所が中心となって、工業技術院傘下のいくつ

かの研究所と協力して行った概念研究で、これから

の製造業の経営、特に製品設計に当たって、その製

品が製造、販売、使用され、更に最終的に再資源化

されたり、地球生態系に還元されたりするまでのプ

ロセス（エコサイクル）での地球に対する負荷を出

来るだけ小さくするようなシステムを表現するキー

ワードとして提案されたものである。講師はこの概

念についてわかりやすく解説され、出席会員各位に

多大な感銘を与えた。

出席者も50名を超える盛会で、講演後の活発な質

疑応答の中では、この研究の将来のフォローアップ

として具体的な研究プロジェクトに展開して行く計

画についても触れられた。（文責清山哲郎）
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講演懇談会報告

政策委員会は今回日本工業教育協会40周年式典に

際して招待を受け来日された、米国工業教育協会の

会長、事務局長の両氏を囲んで、日本学術会議基礎

工学研連とともに下記のように懇談会を催し、多く

の感銘を得た。

日時平成４年７月２１日（火）１４：００～１７：００

会場日本学術会議大会議室

題目Past，PresentandFutureofEngineering

EducationinAmerica

講師Ｄｒ．』、RayBowen，PresidentofAmerican

SocietyforEｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇＳｏｃｉｅｔｙ；

Dean，ＣｏｌｌｅｇｅｏｆＥｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ，

ＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙｏｆＷａｓｈｉｎｇｔｏｎ

Ｄｒ・ＦｒａｎｋＬ、Huband，ＥｘｅｃｕｔｉｖｅＤｉｒｅｃｔｏｒ，

AmericanＳｏｃｉｅｔｙｆｏｒＥｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ

ＲｄＩＩＣａｔｉｏ、

NortllCarolina大学で1798年に土木学科の卒業生

が始まりで、現在は工学関連学位を出している大学

が350になっている。全学部学生の３％、３５万人が

工学系学生で1983年来減り気味で15％も減ったが、

1991年来減り止まった。米国に於ても、理工系離れ

が起きている。理工系修士課程４万３千人、博士課

程３万人、Parttimer4万５千、1974年に５％だっ
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た女子学生が今日では１８％である。

大学課程は、数学、自然科学と教養課程を主体と

した２年と専門課程の２年の４年制である。カリキ

ュラムの再編成及びそれによる教育の在り方、教育

の質の改善は依然として進行中である。

このような事情のなかで、若者を如何にエンジニ

アリングに引きつけて行くかに今後の問題がある。

米国教育機関、科学基金(NSF）は黒板と白墨に代わ

るものとして、コンピュータ、ヴィデオ、コンピュ

ータネットワーク、の活用等を含め教育は大きく代

わらなくてはならぬとしている。一例として、トッ

プクラスの研究大学、歴史的に黒人の多い大学、教

育主体の比較的少人数の大学などを組み合わせて、

委員会。専門部会活動状況報告

政策委員会

本アカデミーの全般、基本的政策、あるいは各委

員会、各専門部会の方針、運営は理事会の場で検討

調整されて来た。政策委員会が特に、その立案・取

り纏めに当たったことは在来は無かった。今後本ア

カデミー活動が多岐にわたる様になると、政策委員

会の在り方も、それに応じて変わる要が起こる可能

性が十分にあろうかとも考えている。

以下に本年度予定している、主な項目に付き述べ

て参考に供したい。

すなわち

1．「基礎研究の振興と工学教育ｊシンポジウム

世界的変動に対応し、わが国の工学政策の取りま

とめが緊急課題である。科学技術特に工学政策につ

いての国民的組織･体制の確立を進める。

2．工学系大学問題

中心課題の一つとして工学系大学体制の改革が重

要である。日本学術会議第５部で行っており、その

活動を支援する。モデルによるCenterofExcellen

ceの在り方を専門委員会に図り検討・促進する。

3．国際貢献と工学

わが国は科学技術による国際貢献を問われており、

国民の声を代表して基本策を提案する必要がある。

これらのために政策情報ルートを関係官庁と.作り、

日本工学会、日本学術会議、産業界と協力して対応

を図る。

4．談話サロン計画

一「ＡＰＥＣＰａｒｔｎｅｒｓｈｉｐｆｏｒＥｄｕｃａｔｉｏｎａｎｄ

(2)

40;佼程を４グループに分けて、それぞれに別題目、

例えば、一年生から設計に重点を置いて、協力、効

率的設計の在り方、を如何に教授するか等を連合方

式（Coalition)ですすめるなどしている。実例とし

てスタンフォード大学の機械設計のヴィデオが示さ

れた。

ＮＳＦでは連合方式の他に、ファカルテイメンバ

ーの強化、エンジニアリングセンターの教育効果向

上等、各種計画を進めており、在来の研究効果、研

究業績の評価と同様に、教育効果、教育業績評価を

積‘極的に進め、それに報いる事により工学教育強化

を米国として強力に進めていて、これらはその一端

であることを付言しておく。（文責今井兼一郎）

Ｔｒａｉｎｉｎｇ」

‐行革審の答申

一文部省大学審議会の答申

－国土庁の地域と大学問題

など談話サロンを通じ、問題点の把握につとめる。

（１）「基礎研究の振興と工学教育」シンポジウムは

従来通り、日本工学会等と共催で本年も１０月１２日

開催される。

(2)工学系大学問題は日本学術会議第５部で行って

おり、その活動を支援する。

(3)国際貢献と工学は国際委員会が大いに活躍貢献

して居られる。新しい目前の問題として、1993年

６月のUNESCOと職業技術者の集団UATI（Ｔｈｅｌｎｔｅ

ｒｎａｔｉｏｎａｌＵｎｉｏｎｏｆＴｅｃｈｎｉｃａｌＡｓｓｏｃｉａｔｉｏｎａｎｄ

Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ）がパリーで開催する第３回Inter-

nationalCongressofEngineeringDeaI1s＆In-

dustryLeadersに代表者をおくることを計画、予

定題目について工学教育委員会が新陣容で国内的

準備にかかることを至急検討する。

(4)学術法人（仮称）制定の要望を、日本学術会議

第４常置委員会が公式に取り上げることにした。

その活動支援を日本工学会とともに協力する。

(5)日本工学アカデミーと日本工学会との連携協議

を従来通り続行する。

その他情勢変化に適時対応して行く、などである。

会員諸兄の御意見を反映して行きたい。

〆調
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情報専門部会

情報専門部会の平成４年度の活動計画は構想を新

たにして以下に示すような２つの大項目をスタート

させる。なお、この計画は平成５年度も継続する予

定である。

（１）わが国における情報工学分野の研究レベルの国

際的位置付けに関する調査

（a）目的：我が国の情報工学分野の位置付けの実

情を把握し、その向上策を提言する。

（b）概要：（ｲ）分野の分類、（ﾛ）情報工学関連の

有力学会誌への我が国研究者の論文の掲載状況

の調査、（ﾊ）情報工学の専門家へのアンケート

調査、（二）国際的位置’付けの明確化（分野別、

総合）、（ﾎ）提言

に）調査の方法：日本学術会議情報工学研連との

密接な連携により進める。具体的には、研連の

知識処理工学専門委員会小委員会メンバーと共

同で調査方法を検討し、適宜工学アカデミー情

報専門部会及び情報工学研連に報告し、専門部

会の審議を進める。

(2)電子／通信分野における人材育成のあり方の提

言

（a）目的：２１世紀社会での通信工学、電子工学の

あるべき姿、インパクト等を描き、これらの分

野を目指す若者に夢を与える。同時に、それぞ

れの分野での人材の必要性と供給見通しのギヤ

ツプの問題点を明らかにし、人材養成のあり方

を提言する。

(b）概要：（イ）電子／通信工学の分野分類を用い

て、各分野における大学及び産業界の研究者分

布の推移を予測する。（ﾛ）この結果を用い、電

子工学、通信工学分野における人材配分、人材

育成、教育カリキュラムのあるべき姿を検討し、

提言する。

(c）調査の方法：日本学術会議電子通信工学研究

連絡委員会との密接な:連携により進める。具体

的には同委員会の下に設けられるそれぞれ数名

～１０名からなる小委員会を、日本工学アカデミ

ー情報部会の下部組織としても位置付け、その

検討結果を、適宜工学アカデミー情報専門部会

に報告し、専門部会の審議を進める。

【
』 各下部組織は、下記の方針に沿い数回の会合を行

い調査、検討を進めている。平成４年７月７日には

第１回の情報専門部会幹事会を実施し、各下部組織

の活動計画／状況を審議すると共に、下記のスケジ

ュール案に示すように平成５年の１月ごろに談話サ

ロンを開催することを確認した。

調査結果、提言については下記のように日本工学

アカデミー談話サロン、同開催公開シンポジウムに

て報告し、広く会員の方々の議論もいただき最終提

言としてまとめる予定である。

Ｈ５／５ Ｈ５／10

ｼﾝボジｭｳﾑ

開催とりまとめ

一○－○

シンポジュウム開催とりまと砧

Ｈ４／５Ｈ５／1

スタート談話サロン開催

○工学アカデミー○

スタート

(3)

学術会議研連○

病

陛

○○

として、学術会議大講堂で４月下旬～５月上旬に開

催される予定で、本部会は主催団体の一翼を荷なう。

昨今の“材料”を取り巻く環境、リサイクル、省

資源の諸問題に関して、特にリサイクルに焦点を合

わせ、またリサイクルエ学を提言するべく、別紙の

次第で「材料のリサイクルエ学」講演会を開催する。

本部会は本講演会の後に、リサイクルエ学の波及に

ついて行動模索をする予定である。

来年４月２７日に日本学術会議が主催するシンポジ

ウム「材料をめぐる政策と産業動向」を支援する。

今後の材料産業は新物質の設計・創成と新技術の開

発をより総合的に推進せねばならない。本部会も共

材料専門部会

本部会は、我が国の材料関係科学技術者を結集し

て、その研究・技術基盤を拡大強化することを目指

して活動する。

平成４年５月１９日～22日に幕張メッセで開催され

た新素材展（入場者数：92,620）の時期に合わせ、

５月１９日に同メッセの国際会議場で「先端材料の新

潮流シンポジウム1992-ブレークスルーを生み出す

新物質・新手法一」を日本学術会議・材料工学研究

連絡委員会、材料連合フォーラム、日本セラミック

ス協会の協賛を得て開催した。出席者数約135名。

平成５年の同シンポジウムは高分子学会を世話学会



賛しつつ国家的提言を模索する。

我が国のCenterofExcellencesの育成は既存の

大学・研究機関を補強しても、世界の趨勢におくれ

を取ると考えられる。本部会は特に材料科学技術の

世界的センターを繊維、金属、半導体、ライフの四

つについて創成する事を、来る１１月上旬より審議開

始し、幹事会の下に作業部会を形成する。

世に工学の学問体系の見直しが要望されている。

特に材料工学については学術会議の材研連、材料連

合フォーラムと共にアンケート調査を行い、それら

を集結して世に問うことを今春立案した。本年度後

半において、アカデミー全会員に対してアンケート

調査を実施する予定である。

本部会の今春の幹事会では、その他多数の事業計

画を立案したが、若年会員が不足している為、実行

に難儀している。ただ今バイオ専門部会と共々新会

員増強運動を展開中である。

（総務幹事山田瑛）

地球環境専門部会第１ワーキンググループ

第ｌＷＧは昨年発足して以来、地球環境問題につ

いて、情報の収集、意見の交換を行いつつ検討を進

めてきた。

今年度（平成４年）の会合状況及び関連会議の一

覧表を表１に示したが、部会員の方々にも積極的に

参加いただき、有益な意見をいただいており、感激

にたえない。

第３回の会合でフロンガスの問題について、平成

４年度末（できれば１２月末）を目標に報告書を作成

することとした。そのようにとりきめたについては、

フロンガス問題については、ＣＯ２等による地球温

暖化の問題に比べて、論点が広範でなく、論議をつ

めやすいこと、内外の状況を把握しやすいこと、す

でに内野会員などの手許で相当に調査がなされてお

ること、さらに一方において緊急性が出てきている

こと等によるものである。

これまでのＷＧの会合においては、ＣＯ２等によ

る地球温暖化の問題について、多くの時間をかけて

多角的に議論してきたのであるが、問題の性格上、

尚、ヒヤリング、講演会等を重ね乍ら、第ｌＷＧに

おいてじっくり時間をかけて論点を絞って行くこと

としたのである。

上記の線にそって、フロン問題の対策については、

６月に内野会員に講演をお願いした。その講演内容

をうけた形で７月の第ｌＷＧの会合において、旭硝

子中研技師長山辺正顕氏（内野哲也会員代理）に出

(4)

席をお願いし、報告書に盛るべき点について意見交

換を行った（資料ｌ）。その席での多くのコメント

について検討いただいた上で、報告書の素案を準備

していただくよう、山辺、内野両氏にお願いした。

たまたま、フロンガスは2000年に生産を全廃の予

定であったものが、すでに予想されていたように、

1995年末に全廃することで、時間表が大巾に前倒し

されることになった。従って、われわれとしても早

急に意見を纏めることが望ましいと判断した。すで

に、フロンの生産は最盛期に比べて60％程度に落ち

ているが、フロン代替品を開発し、従来のフロンを

全廃する移行期間が、僅か２年余に短縮されること

になるため、混乱が起こることが予想される。した

がって、この点からも報告書の作成をなるべく早め

ることが望ましいと考えている。

つぎに先にも述べたＣＯ２等による地球温暖化の

問題については、対策について調査検討に進めるた

め、項目を７項目に分類（表２）整理し、会合のた

びに逐次ヒヤリングを行いつつある。今までに

自動車と地球環境問題（湊清之幹事）

電力事業におけるエネルギー問題と地球環境対･策

（西川信行幹事）

について調査研究の結果を披露していただくととも

に、全般的に意見交換を行ってきた。前回の第５回

の会合において、これまでの論議をふまえて、温暖

化問題の論点を三つにしぼる案を当面の案として主

査より提議している（添付資料２参照）。この案に

おいて、ｌは最近よくいわれている「持続可能な発

展」なるものがどれほど実現性をもっているのかと

いう疑問とも密接に関連するものである。３はＣＯ２

対策に関する多方面の研究開発にかかわるものであ

る。これら３点については、第ｌＷＧの幹事及び必

要とあれば然るべき方々に御骨折りいただいて、議

論を深めたいと考えている。いずれも重要な問題で

あると考えている。

以上今年のこれまでの経過について、簡単に述べ

たのであるが、皆様の御協力をお願いするとともに、

御意見をどしどしお聞かせくださることを期待して

いる。なお、本年度の地球環境専門部会の担当者は

下記の通りである。

担当理事

〃

〃

〃

〃

清山哲郎（部会長、委員長）

岩佐義朗（副部会長、副委員長）

内野哲也

市川惇信

下郷太郎

揮画島

御再、



〔表ｌ〕地球環境専門部会関連の会合等（1992年）

１月２７日ＷＧ３第２回幹事会

「海面上昇の沿岸海域及び河口干潮域への影響」

小林信久（米国、デラウェア大学教授）

２月８日地球環境専門部会第２回委員会

２月１３日ＷＧｌ第３回幹事回

「自動車の燃費向上技術と排ガス対策」

湊清之幹事（日本自動車研究所）

４月２１日ＷＧ１第４回幹事会

「電力事業におけるエネルギー問題と地球環境対

策」西川信行幹事（東京電力技術研究所）

５月１４日地球環境専門部会第３回委員会

６月１７日講演会（九州産業技術センターと共催）

「フロン問題解決のための今後のシナリオ」

内野哲也会員（旭硝子）

７月１０日ＷＧｌ第５回幹事会

「フロン問題についての報告書」

「ＣＯ２による温暖化の問題について」

「今後のＷＧｌの運営について」

清山哲郎主査（九州大学名誉教授）

７月１０日第44回談話サロン

「ブラジルでの地球サミットに参加して」

石弘之（旭新聞編集委員）

８月７日講演会（地球工学研究会を後援）

「地球にやさしい新エネルギーの開発」

安芸周一会員（電力中央研究所）

「水資源の持続的開発」

ErichPlate(カールスルーエ大教授）

「地球工学への取り組み」

岩佐義朗会員（京都大学名誉教授）

９月１６日ＷＧｌ第６回幹事会

「二酸化炭素による地球温暖化問題にどう取組む

(温室効果ガス対･策）

(地球環境計測予測）

(国土保全と環境改善）

(交通・運輸対策）

主査

〃

ノツ

〃

清山哲郎

（未定）

岩佐義朗

井口雅一

力､」志鷹義明、西川信行、植田昭二幹事

「エコファクトリー」

井上英夫（機械技術研究所）

１０月１５日環境問題における日米協力に関する討議

「産業エコロジーに関する国際会議（1994年）」

「日米協力による環境問題のBestPractices」

「環境問題の最重要技術に関する研究課題の明確

化」

「持続可能な開発のための技術の移転」

米国側WilliamColglazier(ExecutiveDirector，

OfficeoflnternationalAffairs，National

ResearchCouncil）；MarthaCaldwellHarris

（Director，OfficeofJapanAffairs，National

ResearchCouncil）

日本側植之原道行理事，馬場準一理事，清山哲郎

理事，下郷太郎理事，桜井宏専務理事

ＷＧ４関連は別項参照

参考地球環境専門部会委員会発行「地球環境ニ

ューズレター」

Ｎｏ．１1991年８月２１日発行

Ｎｏ．２1992年２月３日発行

Ｎｏ．３1992年９月発行予定

「ニューズレター」は報告のみでなく、会員の意

見の掲載を主目的としている。ご意見は随時事務局

までお寄せ下さい。
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〔表２〕ＣＯ２対策の研究開発一分類と検討方針

1．ＣＯ２を発生しない新エネルギーあるいは新エ

ネルギー材料の開発（太陽電池、水素エネルギー

等）

2．ＣＯ２発生量の削減に結びつく総合的な熱効率

の向上、省エネルギープロセスの開発等（コージ

ェネレーション、自動車エンジン、エネルギー機

器、燃料電池、廃熱の利用、輸送等）

3．発生したＣＯ２の回収、処理に関するプロセス

（海底投棄等）

4．ＣＯ２の固定化の研究開発（化学的固定化、生

物的固定化等々）

5，他の温室効果ガスＣＨ４、Ｎ２０等に対する対策

6．エネルギープロセスに関連するＳＯ"、ＮＯ”等

の対策

7．その他

『罰，

その際、次の諸点に注目あるいは留意する。

1．新規な提案で優れたものを掘り起こし、推進を

促すようにつとめる。

2．色々な観点からの論議によって可能性を検討す

る。すなわち、要素技術とシステム技術；ＣＯ２削

減とエネルギー効率の向上についてtotalsystenn

としての検討；長期、中期、短期あるいは緊急避

難的な観点：経済性と安全性等々。

3．一応上記の区分にのっとるが、必ずしも総括的

でなく、重点的に重要度の高いと考えられるもの

について検討する。

(5)



質問２

始末せずに大気中に放出してよいのか◎

以上のことは、企業の問題でなく、一般の消費

者相手の問題である。ビルの空調設備ということ

になると、一般社会相手の問題にもなる。従って、

大問題になる可能性がある。それが８年後に迫っ

ている訳です。

その他

質問１ HCFC-22は冷媒としてどういう所に使わ

れているのか、この代替品の開発はどう

して遅れているのか。（HFC-32CHFC

-125）

シナリオによると、2075年にならないと、

大気中の塩素は、’８０年レベルに戻らな

いという。ということはオゾンホールの

発生は約１００年にわたり継続するこ

とになっているが、いっそのことフロン

ガスを成層圏までの段階でこわすか、オ

ゾン層で生じるＣ‘原子を光などを使っ

て、つぶすような方法は考えられないの

か？

資料１．フロン問題の報告書に盛り込むべき内容

（案）

1．フロン問題の歴史的経過、対策の現状、将来の

シナリオ等については、内野講演の内容で十分で

あると思う。

ただ、フロン全廃が1995年末と前倒しになって

きたことは結構なことであるが、対処すべき問題

点（実行段階での）がさし迫ってきている。これ

については後述する◎

2．洗浄剤、発泡剤としてのフロンは、代替品で置

きかえるとき、それほど問題は生じないであろう。

これはメーカーの企業と、ユーザーの企業との間、

即ち企業間の話し合いですむと考えられるからで

ある。

3．PAFTによって代替フロンの慢性毒性試験が進行

中であることは結構であるが、この結果は十分信

頼してよいのかどうか。

又、AFEASによる地球環境影響調査における′代

替物質のODP（オゾン破壊係数）とGWP（地球温

暖化係数）とくに前者についてどの程度信頼がお

けるのか？この値を金科玉条にして頼ってよいの

か？以上について、少し物が云えないのか。

４．次に述べることと関連するが、フロン代替品を

用いる機器の設計、開発もさし迫った問題となっ

てきた。それに対し代替品の物性（用途向けの十

分なデータ）を早くメーカーサイドから提供すべ

きではないか。物理的、化学的安全性、腐蝕性の

データも必要であろう。

5．フロンは1995年末に全廃される方向で世界的に

進行している。問題はそれに伴って、実施段階で

色々と出てくる。特に冷媒のフロンについての問

題である。

第一にエアコン等のメーカーにおいて、代替フ

ロンを用いた機器の設計、製作が急務になる。そ

れに対して、必要なデータの提供、試料の提供等

が緊急であろう。

第二に、冷蔵庫、エアコン、車のクーラー等、

現行のフロンが全廃になった時点で、これまで使

用していた上記機器はすべて旧型となる。それら

が故障したり、移転等によってガスを補充すると

き、従来のフロンが手当できるのか、あるいは機

器を新型品に取換えねばいけないのか、相当の混

乱がおきると予想される。

第三に、全廃後も尚、旧型品を５年、１０年その

まま使って、いよいよ廃棄する段階で、機器のフ

ロンガスは、誰が何処で始末するのか、あるいは、

一
《

資料2．ＣＯ２による温暖化の問題について

第ｌＷＧのこれまでの議論をふまえて次のように

考える。

l・日本が2000年までにＣＯ２の放出を'９０年レベル

に押えこむのは多分に困難が伴うと考えられる。

それが技術的観点から如何に難しいかを明らかに

して警告を発することが必要ではないか。

2．ＣＯ２の放出抑制については､米国をはじめ世界

各国、とくに南の国々が反対している。とくに南

の国々は先進国に責任があると主張している。そ

れはそれとして理解できることではあるが、各国

が自我を主張して、このまま進めば、いよいよど

うしようもない所まで事態が進行し、緊急避難的

に急場の対策をとることが必要になってくること

も十分予想される。

その場合に対しては、ＣＯ２を始末する技術が手

取り早い。そのような技術が成立ち得るか、可能

性があるとすればどういうものがあるか、あると

すれば実証試験でも早期に着手すべきではないか｡

3．前々から議論してきたＣＯ２対策について･重要

なもの、現実的に見て妥当なもの、比較的早期に

実現できそうなものをあげて、支援推進すべきこ

とを述べる。長期的視野に立つものは、学問的に

みて首肯できるものについて、基礎研究、基礎デ

"｡、
．

(6１
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一タの蓄積等を進めつつ、このような考えでリス

トアップを具体的にとりかかってみてはどうか。

地球環境専門部会一第４ワーキンググループ

平成３年５月の発足以来、まず陸上交通を中心に

地球環境改善策を検討することとして活動を開始し

た。ただし、９３年９月開催予定の第１０回CAETS大会

のテーマが「Transportation」であるため、その対

応が当面の主要課題となっている。ブラジルでの地

球環境サミットが一段落した７月９日幹事会を開催

した。

第１０回CAETSConvocation対応

９３年大会のホストであるスイス・アカデミーから

７月７日送付されてきた第１０回CAETSConvocation，

CallforSpeakersによれば会議概要は以下のとお

り。

日時。場所：９３年９月１５日－１８日チューリッヒ

テーマ：ＳｕｓｔａｉｎａｂｌｅＥｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ：

ＴｈｅＲｏｌｅｏｆＴｅｃｈｎｏｌｏｇｙｉｎａ

ＳｕｓｔａｉｎａｂｌｅＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｏｆ

ＴｒａｎｓｐｏｒｔａｔｉｏｎｆｏｒＳｏｃｉｅｔｙ

講演会のお知らせ

「材料のリサイクル工学」

日時：平成４年12月４日（金）

Ｐ・Ｍ１：００～５：３０

場所：日本学術会議１Ｆ講堂

聴講料：無料［但し、資料は実費］

主催：日本学術会議材料工学研究連絡委員会

日本工学アカデミー材料専門部会

材料連合フォーラム

趣旨：省資源、省エネルギーの風潮は資源循環と

環境保全の調査問題に波及し、今や地球環

境問題として先進諸国の重要な命題となり

つつある。優れた技術で世界の経済を支え

て来た我が国としては、生産技術並びに生

産工学の発展にかける努力の一部をこれら

の問題に振り向けねばならない。本講演会

では材料のリサイクル技術と工学の観点よ

り、それぞれの素材系列の先駆者より現況

の問題点を明らかにしていただき、リサイ

クルエ学の必要'性を産学官並びに材料系研

究者や技術者に教示して頂くことにした。

(7)

プログラム：

セッションＩ

セッション２

セッション３

世界における現状と今後の展開

（社会的および政策的視点）

技術的展望

(1)航空(2)道路交通

(3)鉄道(4)海上及び内航水運

(5)複合交通

交通経済

上記の内容、および５月１９日コペンハーケンでの

準備ワークショップに出席した桜井専務理事からの

補足説明（EAJニュースNo.２７，１９９２年７月参照）

を併せ検討した。その結果EAJとしてはセッション

２、（２）道路交通にスピーカーを送ることとし準備

を進めることにした。

（追記）８月２０日スイス・アカデミー事務局から

“高速鉄道に関する日本の経験”についても参画の

追加要請があり、受けるべく検討中。

｢地球環境の改善と日本の役割」

日時：平成４年１０月２２日（木）３：００p.m.～

場所：九州産業技術センター会議室

福岡市博多区博多駅東2-17-5

モリメンビル６Ｆ

講師：山口務氏

（地球環境産業技術研究機構専務理事、元

九州通産局長）

主催：日本工学アカデミー地球環境専門部会

九州産業技術センター地球環境部会

趣旨：地球環境産業技術機構（RITE）は昨年発足

し主として地球環境問題解決の技術的な研

究開発を推進しつつある。その中心になっ

て活動しておられるのが山口務氏である。

RITEは通産省及びNEDOの協力のもとに企業

との共同開発を行うもので、この問題に関

する国際社会における日本の役割を担当す

る一つの要の地位にあるでのこの機会に講

演をお願いしました。

連絡先：徳山曹達㈱福岡支店清山哲郎

ＴＥＬＯ９２－７５１－６５６６
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謹んでご冥福をお祈りいたしますｃ

事務所移転のご案広
平成４年度臨時総会開催通知

平成４年９月１７日逝去、享年74歳

元日本大学副総長、生産工学部長、理事

既にお知らせ申し上げましたように、このほど事

務局が移転いたしまして９月１４日をもって新所在地

で業務を開始いたしました◎新事務所には事務室の

ほかに小さいながら会員室を設けましたので、片づ

きましたら会員の皆様にご利用頂けるよう準備して

居ります。どのような会員サービスが出来るかは追

ってご案内いたしますが、事務局への交通につきま

しては下記案内図をご参照の上、お近くへ起こしの

節は是非お立ち寄り下さい。

ご案内図

会員各位

日本工学アカデミー

来る平成４年11月２０日（金）14時00分より名

古屋市厚生年金会館において、下記議題に

より、本会平成４年度臨時総会を開・催いたしま

すので、会員各位に通知いたします。

なお、正式通知は１０月下旬お手許へ差し上げ

ます。

議題１．役員の交替について

堺毅会員

2．その他

韻

以上

〒１０１東京都千代田区岩本町３－８－１６

東誠ビル８階

ＴＥＬＯ３－５８２０－６７７１～２

ＦＡＸＯ３－５８２０－６７７３

交通都営新宿線岩本町駅Ａ－４出口徒歩３分
総武線秋葉原駅徒歩７分

昌号
口に
□に

付記

総会後、各委員会・専門部会報告、特別誰

(8)

演、懇親会を計画しております，

なお、特別講演には肋日本極地研究振興会常

務理事鳥居鉄也氏による講演［極地開発の現状

と展望」、及び国立極地研究所助教授矢内桂三

氏による講演「隈石の宝庫・南極大陸」を予定

しております。

鍋囚ｉｍり

蝿
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く
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、
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事務局から

会員の皆様には日本工学アカデミーニュースや

lnformationを綴じるグリーンのファイルをすで

に２冊お手元にお届けしておりますが更にご要望

がございましたら事務局までお申し出下さい｡

編集後記

マーストリヒト条約批准のためのフランスの国

民投票は、ぎりぎりの多数という結果となって、

欧州では、つぎに来るであろう通貨危機への対応

が大きな課題となりそうです。

国内では、東京佐川急便事件が、政局を揺がせ

ています。

マスコミを賑わしている様々な事件とかかわり

なく、当アカデミーの活動は、ますます進展の一

途を辿っています。これもひとえに会員の皆様の

ご支援、ご協力の賜と感謝申し上げる次第です。

事業活動の進展とともに、大井町の事務所がや

や手狭になり、一方、会員からのご要望として、

もう少し都心に近い事務所をということもありま

して、このニュースでもご紹介しましたように９

月１４日から新事務所を開設致しました。

十分とは申し上げられませんが、会員室を設け

ました。ご利用についての詳報は、別途会員の皆

様にお知らせする予定となっておりますが、会員

の皆様の事務所として、旧にも増してご利用いた

だきたいと存じます。

今回は、委員会、専門部会活動報告を中心とし

たニュースになりました。ご意見等をお寄せ頂け

れば幸甚です。

末筆となりましたが、改めて堺毅会員のご冥福

をお祈り申し上げます。（編集子）
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